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第１節 新型インフルエンザ等対策の目的及び基本的な戦略 
 

新型インフルエンザ等の発生時期を正確に予知することは困難であり、ま 
た、その発生そのものを阻止することは不可能である。また、世界中のどこ 
かで新型インフルエンザ等が発生すれば、我が国、本市への侵入も避けられな 
いと考えられる。 

病原性が高くまん延のおそれのある新型インフルエンザ等が発生すれば、 
市民の生命及び健康、市民生活及び地域経済にも大きな影響を与えかねない。 

新型インフルエンザ等については、長期的には、市民の多くがり患するおそ
れがあるものであるが、患者の発生が一定の期間に偏ってしまった場合は、医
療提供体制のキャパシティを超えてしまうということを念頭に置きつつ、新
型インフルエンザ等対策を市の危機管理に関わる重要な課題と位置付け、次
の２点を主たる目的として対策を講じていく必要がある。8 
（１）感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及び健康を保護する。 
  ・感染拡大を抑えて、流行のピークを遅らせ、医療提供体制の整備やワク

チン製造等のための時間を確保する。 
  ・流行のピーク時の患者数等をなるべく少なくして医療提供体制への負

荷を軽減するとともに、医療提供体制の強化を図ることで、患者数等が
医療提供体制のキャパシティを超えないようにすることにより、治療
が必要な患者が適切な医療を受けられるようにする。 

・適切な医療の提供により、重症者数や死亡者数を減らす。 
  以上の考え方を踏まえた対策イメージを図表３に示す。 

 
 
図表 3 
新型インフルエンザ等 
対策イメージ図 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                
8 特措法第１条 
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（２）市民生活及び地域経済に及ぼす影響が最小となるようにする。 
 ・感染拡大防止と社会経済活動のバランスを踏まえた対策の切替えを円

滑に行うことにより、市民生活及び地域経済への影響を軽減するとと
もに、安定を確保する。 

 ・地域での感染対策等により、欠勤者等の数を減らす。 
 ・事業継続計画の作成や実施等により、医療提供の業務又は市民生活及び 

地域経済の安定に寄与する業務の維持に努める。 
 

第２節 新型インフルエンザ等対策の基本的な考え方 
 

政府行動計画において、新型インフルエンザ等対策の基本的な考え方を次
のとおり示しており、市の対策もこの考え方に基づいて行うものとする。 

 
新型インフルエンザ等対策は、発生の段階や状況の変化に応じて柔軟に対 

応していく必要があることを念頭に置かなければならない。過去の新型イン
フルエンザや新型コロナのパンデミックの経験等を踏まえると、特定の事例
に偏重して準備を行うことは、大きなリスクを背負うことになりかねない。政
府行動計画は、特定の感染症や過去の事例のみを前提とするのではなく、新型
インフルエンザや新型コロナウイルス感染症等以外の新たな呼吸器感染症等
が流行する可能性を想定しつつ、発生した新型インフルエンザ等の特性を踏
まえ、様々な状況で対応できるよう、対策の選択肢を示すものである。 

我が国においては、科学的知見及び各国の対策も踏まえ、我が国の地理的な 
条件、大都市への人口集中、少子高齢化、交通機関の発達度等の社会状況、医
療提供体制、受診行動の特徴等の国民性も考慮しつつ、各種対策を総合的かつ
効果的に組み合わせてバランスのとれた戦略を目指すこととする。その上で、
新型インフルエンザ等の発生前から流行状況が終息するまでの状況に応じて、
次の点を柱とする一連の流れを持った戦略を確立する。 

なお、実際に新型インフルエンザ等が発生した際には、感染症の特徴、病原 
体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性9等）、流行の状況、地域の実情その他
の状況を踏まえ、人権への配慮や、対策の有効性、実行可能性及び対策そのも
のが国民生活及び国民経済に与える影響等を総合的に勘案し、本政府行動計
画等で記載するものの中から、実施すべき対策を選択し決定する。 

○ 発生前の段階（準備期）では、水際対策10の実施体制の構築、地域におけ
る医療提供体制の整備や抗インフルエンザウイルス薬等の備蓄、ワクチ

                                                
9 薬剤感受性とは、感染症の治療に有効な抗微生物薬に対する感受性（有効性又は抵抗性）をいう。 
10 水際対策は、あくまでも国内への病原体の侵入をできる限り遅らせる効果を期待して行われるもので
あり、病原体の国内侵入を完全に防ぐための対策ではない。 
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ンや治療薬等の研究開発と供給体制の整備、国民に対する啓発や政府・企
業による事業継続計画等の策定、DX の推進や人材育成、実践的な訓練の
実施による対応体制の定期的な点検や改善等、新型インフルエンザ等の
発生に備えた事前の準備を周到に行っておくことが重要である。 

 
○ 国内で発生した場合を含め世界で新型インフルエンザ等に位置付けら

れる可能性がある感染症が発生した段階（初動期）では、直ちに初動対応
の体制に切り替える。 

新型インフルエンザ等に位置付けられる可能性がある感染症が海外で
発生した場合は、病原体の国内への侵入を完全に防ぐことは困難である
ということを前提として対策を策定することが必要である。海外で発生
している段階で、国内の万全の体制を構築するためには、我が国が島国で
ある特性をいかし、検疫措置の強化等により、病原体の国内侵入や感染拡
大のスピードをできる限り遅らせることが重要である。 

 
○ 国内の発生当初の封じ込めを念頭に対応する時期（対応期）では、患者

の入院措置や抗インフルエンザウイルス薬等による治療、感染リスクの
ある者の外出自粛やその者に対する抗インフルエンザウイルス薬の予防
投与の検討、病原性に応じて、不要不急の外出の自粛要請や施設の使用制
限等を行い、感染拡大のスピードをできる限り抑えることを目的とした
各般の対策を講ずる。 

 
○ なお、国内外の発生当初等の病原性や感染性等に関する情報が限られて

いる場合には、過去の知見等も踏まえ、病原性や感染性等が高い場合のリ
スクを想定し、封じ込めを念頭に強力な対策を実施するが、常に新しい情
報を収集・分析し、対策の必要性を評価し、更なる情報が得られ次第、感
染拡大のスピードを抑制し、可能な限り感染者数等を減少させるための
対策等、適切な対策へと切り替えることとする。また、状況の進展に応じ
て、必要性の低下した対策についてはその縮小や中止を図る等の見直し
を行うこととする。 

 
○ 国内で感染が拡大し、病原体の性状等に応じて対応する時期（対応期） 

では、国、地方公共団体、事業者等は相互に連携して、医療提供体制の確
保や国民生活及び国民経済の維持のために最大限の努力を行う必要があ
るが、社会の緊張が高まり、変化する状況に対策が必ずしも適合しなくな
ることも含め様々な事態が生じることが想定される。したがって、あらか
じめ想定したとおりにいかないことが考えられ、社会の状況を把握し、状
況に応じて臨機応変に対処していくことが求められる。 
 


